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1.　　19年3月中間期の業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

(1) 経営成績
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　18年9月中間期 7,590 (20.2) 452 (33.9) 442 (34.1)

　17年9月中間期 6,312 (△2.2） 337 （△17.2） 329 （△21.0）

　 18年 3月 期 13,393 　 490 　 478 　
　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 円 銭 円 銭

　18年9月中間期 261 （48.1） 16,021 72 ─ ─

　17年9月中間期 176 （△19.3） 10,820 37 ― ―

　18 年 3月 期 272 　 15,342 03 ― ―
(注) ① 期中平均株式数 18年9月中間期 16,304株 17年9月中間期 16,304株 18年3月期 16,304株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　18年9月中間期 14,423 3,968 27.5 243,397 11

　17年9月中間期 11,349 3,714 32.7 227,850 99

　 18年 3月 期 12,913 3,771 29.2 231,311 56
(注) ① 期末発行済株式数 18年3月中間期 16,304株 17年9月中間期 16,304株 18年3月期 16,304株

　 ② 期末自己株式数 18年3月中間期 ─  株 17年9月中間期 ─  株 18年3月期 ─  株
　
(3) キャッシュ・フローの状況

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

　18年9月中間期 ─ ─ ─ ─

　17年9月中間期 △282 △263 160 979

　 18年 3月 期 △0 △387 194 1,172
　
2.　　19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 14,000 600 350

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　21,467円12銭
※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不
確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合
があります。　　

　
3.　配当状況

・現金配当 1株当たり配当金（円）

　 中間期末 期末 年間

18年3月期 2,500 2,500 5,000

19年3月期(実績) 2,500 ―
5,000

19年3月期(予想) ― 2,500
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　 　
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
比較

増減

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 979,810 　 　 2,587,143 　 　 　 1,182,693 　 　

　２　受取手形 　 1,334,129 　 　 2,047,747 　 　 　 1,619,604 　 　

　３　売掛金 　 3,074,681 　 　 3,347,131 　 　 　 3,372,951 　 　

　４　たな卸資産 　 1,963,149 　 　 2,449,420 　 　 　 2,636,489 　 　

　５　関係会社短期貸付金 　 20,366 　 　 20,120 　 　 　 24,243 　 　

　６　繰延税金資産 　 88,922 　 　 126,062 　 　 　 125,269 　 　

　７　その他 ※4 297,468 　 　 189,069 　 　 　 309,679 　 　

　　　貸倒引当金 　 △614 　 　 △741 　 　 　 △692 　 　

　　　流動資産合計 　 　 7,757,912 68.4 　 10,765,953 74.6 3,008,041 　 9,270,239 71.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※1,2 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1）建物 　 1,159,950 　 　 1,296,956 　 　 　 1,282,667 　 　

　　(2）構築物 　 19,623 　 　 22,066 　 　 　 21,043 　 　

　　(3）機械及び装置 　 803,796 　 　 683,485 　 　 　 724,107 　 　

　　(4）土地 　 1,123,000 　 　 1,148,820 　 　 　 1,123,000 　 　

　　(5）建設仮勘定 　 3,968 　 　 1,200 　 　 　 11,704 　 　

　　(6）その他 　 65,069 　 　 69,401 　 　 　 65,615 　 　

　　有形固定資産合計 　 3,175,408 　 28.0 3,221,930 　 22.4 46,521 3,228,139 　 25.0

　２　無形固定資産 　 2,116 　 0.0 4,160 　 0.0 2,044 3,721 　 0.0

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1）投資有価証券 　 9,167 　 　 11,674 　 　 　 12,825 　 　

　　(2）破産債権、更生
　　　　債権その他これ
　　　　らに準ずる債権

　 25,088 　 　 27,385 　 　 　 41,572 　 　

　　(3）繰延税金資産 　 80,557 　 　 89,622 　 　 　 84,057 　 　

　　(4）その他 ※2 324,434 　 　 330,385 　 　 　 306,506 　 　

　　貸倒引当金 　 △25,088 　 　 △27,385 　 　 　 △33,944 　 　

　　投資その他の資産合計 　 414,158 　 3.6 431,682 　 3.0 17,524 411,017 　 3.2

　　固定資産合計 　 　 3,591,683 31.6 　 3,657,773 25.4 66,090 　 3,642,878 28.2

　　資産合計 　 　 11,349,595 100.0 　 14,423,727 100.0 3,074,131 　 12,913,117 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
比較

増減

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 3,366,793 　 　 4,204,939 　 　 　 4,315,625 　 　

　２　買掛金 　 1,172,703 　 　 1,213,165 　 　 　 1,565,421 　 　

　３　短期借入金 　 800,000 　 　 1,000,000 　 　 　 950,000 　 　

　４　一年以内償還予定
　　　の社債

　 220,000 　 　 ─ 　 　 　 220,000 　 　

　５　一年以内返済予定
　　　の長期借入金

※２ 470,200 　 　 772,196 　 　 　 451,400 　 　

　６　未払金 　 214,342 　 　 233,327 　 　 　 275,260 　 　

　７　未払法人税等 　 119,808 　 　 202,228 　 　 　 45,218 　 　

　８　その他 ※４ 191,753 　 　 221,337 　 　 　 261,804 　 　

　流動負債合計 　 　 6,555,602 57.8 　 7,847,195 54.4 1,291,593 　 8,084,731 62.6

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※２ 686,150 　 　 2,279,721 　 　 　 692,950 　 　

　２　退職給付引当金 　 81,733 　 　 99,181 　 　 　 91,630 　 　

　３　役員退職慰労
　　　引当金

　 68,877 　 　 79,809 　 　 　 76,069 　 　

　４　その他 　 242,350 　 　 149,474 　 　 　 196,433 　 　

　固定負債合計 　 　 1,079,111 9.5 　 2,608,186 18.1 1,529,074 　 1,057,082 8.2

　　負債合計 　 　 7,634,713 67.3 　 10,455,381 72.5 2,820,667 　 9,141,813 70.8

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

（資本の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 2,171,045 19.1 　 ― ― ― 　 2,171,045 16.8

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 596,025 　 　 ― 　 　 　 596,025 　 　

　　資本剰余金合計 　 　 596,025 5.3 　 ― ― ― 　 596,025 4.6

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 6,170 　 　 ― 　 　 　 6,170 　 　

　２　中間（当期）
　　　未処分利益

　 939,153 　 　 ― 　 　 　 994,114 　 　

　　利益剰余金合計 　 　 945,324 8.3 　 ― ― ― 　 1,000,285 7.8

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 2,488 0.0 　 ― ― ― 　 3,948 0.0

　　資本合計 　 　 3,714,882 32.7 　 ― ― ― 　 3,771,303 29.2

　　負債・資本合計 　 　 11,349,595 100.0 　 ― ― ― 　 12,913,117 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日） 比較
増減

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― 　 　 2,171,045 　 ― 　 ― 　

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1）資本準備金 　 ― 　 　 596,025 　 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― 　 　 596,025 　 ― 　 ― 　

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1）利益準備金 　 ― 　 　 6,170 　 　 　 ― 　 　

　　(2）その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 1,192,572 　 　 　 ― 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― 　 　 1,198,743 　 ― 　 ― 　

　　株主資本合計 　 　 ― 　 　 3,965,813 27.5 ― 　 ― 　

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― 　 　 2,533 　 　 　 ― 　

　　評価・換算差額等合計 　 　 ― 　 　 2,533 0.0 ― 　 ― 　

　　純資産合計 　 　 ― 　 　 3,968,346 27.5 ― 　 ― 　

　　負債純資産合計 　 　 ― 　 　 14,423,727 100.0 ― 　 ― 　
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② 中間損益計算書

　 　
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
　　至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日
　　至　平成18年９月30日）

比較
増減

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成17年４月１日
　　至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　 　 6,312,075 100.0 　 7,590,195 100.0 1,278,119 　 13,393,804 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 5,059,556 80.1 　 6,138,527 80.9 1,078,970 　 10,985,441 82.0

　　売上総利益 　 　 1,252,518 19.9 　 1,451,667 19.1 199,149 　 2,408,362 18.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 914,586 14.5 　 999,042 13.2 84,455 　 1,917,585 14.3

　　営業利益 　 　 337,931 5.4 　 452,625 5.9 114,693 　 490,776 3.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 33,276 0.5 　 37,137 0.5 3,860 　 62,557 0.5

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 41,275 0.7 　 47,444 0.6 6,168 　 75,112 0.6

　　経常利益 　 　 329,932 5.2 　 442,318 5.8 112,385 　 478,221 3.6

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 ― ― 　 6,508 0.1 6,508 　 ─ ─

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 19,207 0.3 　 ─ ─ △19,207 　 31,047 0.2

　　税引前中間(当期)
　　純利益

　 　 310,725 4.9 　 448,827 5.9 138,101
　

447,173 3.4

　　法人税、住民税及び
　　事業税

　 112,600 　 　 193,000 　 　 　 194,173 　 　

　　法人税等調整額 　 21,709 134,310 2.1 △5,390 187,609 2.5 53,299 △19,136 175,037 1.3

　　中間(当期)純利益 　 　 176,415 2.8 　 261,218 3.4 84,802 　 272,136 2.1

　　前期繰越利益 　 　 762,738 　 　 ― 　 　 　 762,738 　

　　中間配当額 　 　 ― 　 　 ― 　 　 　 40,760 　

　　中間(当期)未処分
　　利益

　 　 939,153 　 　 ― 　 　 　 994,114 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,171,045 596,025 596,025

中間会計期間中の変動額 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　

利益処分による役員賞与 　 　 　

中間純利益 　 　 　

株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額）
― ― ―

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
─ ─ ─

平成18年９月30日残高(千円) 2,171,045 596,025 596,025

　

　

株主資本

利益剰余金
株主資本合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 6,170 994,114 1,000,285 3,767,355

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 △40,760 △40,760 △40,760

　利益処分による役員賞与 　 △22,000 △22,000 △22,000

　中間純利益 　 261,218 261,218 261,218

株主資本以外の項目の中間会計期間
中の変動額（純額）

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計

(千円)
― 198,458 198,458 198,458

平成18年９月30日残高(千円) 6,170 1,192,572 1,198,743 3,965,813

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 3,948 3,948 3,771,303

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △40,760

　利益処分による役員賞与 　 　 △22,000

　中間純利益 　 　 261,218

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△1,415 △1,415 △1,415

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△1,415 △1,415 197,042

平成18年９月30日残高(千円) 2,533 2,533 3,968,346
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④ 中間キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　　　税引前中間(当期)純利益 　 310,725 447,173

　　　減価償却費 　 132,720 278,469

　　　減損損失 　 9,187 19,187

　　　貸倒引当金の減少額 　 2,680 11,613

　　　受取利息及び受取配当金 　 △10,558 △11,908

　　　支払利息 　 23,074 39,774

　　　為替差損益 　 △60 △134

　　　関係会社出資金評価損 　 ― ─

　　　関係会社株式評価損 　 ― 1,840

　　　関係会社清算損 　 10,020 10,020

　　　投資有価証券売却益 　 ― △73

　　　売上債権の増減額 　 △167,172 △750,917

　　　たな卸資産の増減額 　 △92,004 △764,401

　　　仕入債務の増減額 　 111,031 1,452,581

　　　未収消費税の増減額 　 △23,210 △77,969

　　　前受金の増減額 　 △149,863 △143,145

　　　役員賞与の支払額 　 △25,000 △25,000

　　　その他 　 △118,391 △44,518

　　　　小計 　 13,179 442,591

　　　利息及び配当金の受取額 　 326 11,908

　　　利息の支払額 　 △23,029 △41,092

　　　法人税等の支払額 　 △272,873 △413,926

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △282,397 △518
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　　　投資有価証券の取得による支出 　 △1,314 △2,514

　　　投資有価証券の売却による収入 　 210 210

　　　関係会社株式の取得による支出 　 △118,470 △118,470

　　　関係会社株式の売却による収入 　 ─ 10,000

　　　有形固定資産の取得による支出 　 △107,863 △264,001

　　　無形固定資産の取得による支出 　 ─ 2,130

　　　関係会社出資金の払込による支出 　 △33,552 △33,552

　　　その他 　 △3,000 23,160

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △263,988 △387,295

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　　　短期借入金による収入 　 400,000 2,310,000

　　　短期借入金の返済による支出 　 ― △1,760,000

　　　長期借入れによる収入 　 100,000 500,000

　　　長期借入金の返済による支出 　 △221,800 △633,800

　　　長期未払金の減少による支出 　 △76,510 △139,513

　　　配当金の支払額 　 △41,050 △81,810

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 160,638 194,875

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 60 134

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 　 △385,687 △192,804

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,365,497 1,365,497

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※1 979,810 1,172,693
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

　子会社株式及び関連会社

株式

　移動平均法による原価法

を採用しております。

(1) 有価証券

　子会社株式及び関連会社

株式

同左

(1) 有価証券

　子会社株式及び関連会社

株式

同左

　 その他有価証券

　時価のあるもの

　　中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

よっております。（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

　

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　　同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　期末日の市場価格等に

基づく時価法よっており

ます。（評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定）

　 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2)デリバティブ

　 時価法 同左 同左

　 (3）たな卸資産

　　製品、仕掛品

　　　個別法による原価法

を採用しております。

(3）たな卸資産

　　製品、仕掛品

同左

(3）たな卸資産

　　製品、仕掛品

同左

　 　　原材料

　　　先入先出法による原

価法を採用しておりま

す。

原材料

同左

原材料

同左

２．固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しており

ます。

　　ただし、建物（建物附

属設備を除く）について

は、定額法を採用してお

ります。

　　なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物 20～42年

構築物 ２～34年

機械及び装置 ２～12年
　

(1）有形固定資産

　　定率法を採用しており

ます。

　　ただし、建物（建物附

属設備を除く）について

は、定額法を採用してお

ります。

　　なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物 20～50年

構築物 2～34年

機械及び装置 2～12年
　

(1）有形固定資産

　　

　　　　　同左

　

  

  

  
　

(2) 無形固定資産（自社利

用のソフトウエア）

　　定額法によっておりま

す。

　　５年を限度とする見込

利用可能期間で定額法に

より償却する方法を採用

しております。

(2) 無形固定資産（自社利

用のソフトウエア）

同左

(2) 無形固定資産（自社利

用のソフトウエア）

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ております。

(1)貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2）退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。

　　また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

割合による定率法（10

年）により、それぞれ発

生の翌事業年度から費用

処理することとしており

ます。

(2）退職給付引当金

　

　　　　　同左

(2) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。

　　また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

割合による定率法（10

年）により、それぞれ発

生の翌事業年度から費用

処理することとしており

ます。

　 (3) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく中

間期末要支給額を計上し

ております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上してお

ります。

４. 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物等為替相

場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理し

ております。

同左 　外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物等為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

５．リース取引の処理

方法

　

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　金利スワップ及び金利

キャップについて特例処

理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採

用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

　①ヘッジ手段…

　　　金利スワップ及び金

利キャップ

　②ヘッジ対象…

　　　借入金の利息

(3) ヘッジ方針

　　当社は、財務上のリス

ク管理対策の一環とし

て、デリバティブ取引を

行っております。借入金

の金利変動リスク軽減の

ために金利スワップ及び

金利キャップ取引を行う

ものとしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

　　特例処理によっている

金利スワップ及び金利キ

ャップについては、有効

性の評価を省略しており

ます。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　

　

　

　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

　

　

　

　

(3) ヘッジ方針

同左

　

　

　

　

　

　

　

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

　

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　

　

　

　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

　

　

　

　

(3) ヘッジ方針

同左

　

　

　

　

　

　

　

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

　

７．中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書）における

資金の範囲

　手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。

――――― 　手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。

８．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会　平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成15年10月31

日　企業会計基準適用指針第6号）を

適用しております。

　これにより税引前中間純利益が

9,187千円減少しております。

　なお、リース資産に配分された減

損損失については、中間財務諸表等

規則に基づき負債の部に計上してお

ります。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等）

　当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。

　なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,968,346千円であ

ります。

　中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

　

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年

8月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成15年10月31日　

企業会計基準適用指針第6号）を適用

しております。

　これにより税引前純利益が19,187

千円減少しております。

　なお、リース資産に配分された減

損損失については、財務諸表等規則

に基づき負債の部に計上しておりま

す。
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

（中間キャッシュ・フロー計算書）

　前中間会計期間において営業活動によるキャッシュ・

フローの小計区分前の「その他」に含めて表示しており

ました「前受金の増減額」（前中間会計期間3,962千円）

については、重要性が増したため、当中間会計期間より

区分掲記しております。

　　　　　　　　　───────
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
（平成17年9月30日）

当中間会計期間末
（平成18年9月30日）

前事業年度末
（平成18年3月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累　

 計額　　　　　　 757,134千円

※１．有形固定資産の減価償却塁

　計額　　　　1,032,927千円

※１．有形固定資産の減価償却累

　計額　　　　　　901,241千円

※２．担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 1,158,747千円

定期預金 　 10,000

土地 1,123,000

合計 2,291,747
　

対応債務 　

一年以内返済
予定の長期借
入金

398,600千円

長期借入金    543,550

合計 　 942,150

（根抵当権　
の極度額）

1,500,000千円

　

※２．担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 1,290,568千円

定期預金 30,000

土地 1,123,000

合計 2,443,568
　

対応債務 　

一年以内返
済予定の長
期借入金

700,596千円

長期借入金 1,808,721

合計 2,509,317

（根抵当権
の極度額）

1,500,000千円

　

※２．担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 1,281,557千円

定期預金 10,000　

土地 11,230,000

合計 2,414,557
　

対応債務 　

短期借入金 100,000千円

一年以内返
済予定の長
期借入金

379,800

長期借入金 586,150

合計 1,065,950

（根抵当権
の極度額）

1,500,000千円

　
　３．受取手形割引高 34,234千円

　

　３．受取手形割引高 ─千円
　

　３．受取手形割引高 ─千円
　

※４. 消費税等の取扱 ※４. 消費税等の取扱 ※４. 消費税等の取扱

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。　　

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

―――――

　

　５. 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行4行と当

座貸越契約を締結しておりま

す。

　　　当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入金未実行

残高は次のとおりであります。

　当座貸越

　極度額の総額
1,100,000千円

　借入実行残高 800,000千円

　差引額 300,000千円

　５. 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行5行と当

座貸越契約を締結しておりま

す。

　　　当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入金未実行

残高は次のとおりであります。

　当座貸越

　極度額の総額
1,500,000千円

　借入実行残高 1,000,000千円

　差引額 500,000千円

　５. 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行4行と当

座貸越契約を締結しておりま

す。

　　　当事業年度末における当座貸

越契約に係る借入金未実行残高

は次のとおりであります。

　当座貸越

　越限額の総額
1,300,000千円

　借入実行残高 950,000千円

　差引額 350,000千円

 

―――――

　

※　 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日

をもって決裁処理しておりま

す。

　なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。

―――――

　

　 　　受取手形 141,282千円

　　支払手形 369,318千円
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(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取手数料 15,245千円

受取配当金 10,266千円

　

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取手数料 16,230千円

役員保険解約
収入

6,692千円

賃貸料収入 4,857千円

　

※１．営業外収益のうち主要なもの

受取手数料 31,831千円

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 22,216千円

賃貸用固定資産
諸費用

12,620千円

為替差損 1,967千円
　

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 21,465千円

賃貸用固定資産
諸費用

14,261千円

為替差損 1,629千円
　

※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息 38,058千円

賃貸用固定資産
諸費用

26,143千円

為替差損 1,290千円
　
　

※３．　　─────── ※３.特別利益のうち主要なもの

　　貸倒引当金戻入額　6,508千円

※３．　　───────

※４．特別損失のうち主要なもの

減損損失 9,187千円

関係会社清算損 10,020千円
　

※４.　　　　―――――─
　

※４．特別損失のうち主要なもの

関係会社清算損 10,020千円

減損損失 19,187千円
　

　５．減価償却実施額

有形固定資産 132,158千円

無形固定資産 562千円
　

　５．減価償却実施額

有形固定資産 131,686千円

無形固定資産 469千円
　

　５．減価償却実施額

有形固定資産 277,382千円

無形固定資産 1,087千円
　

　６. 減損損失

　　　当社は、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位として事業

単位に基づきグルーピングして

おります。

　　　また、遊休資産については、

個別資産別に減損損失の判定を

おこなっております。

　　　その結果、当中間会計期間に

おいて、加賀事業所（石川県加

賀市）にある遊休資産2件につい

て未経過リース料残高を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（9,187千円）として

特別損失に計上しております。

　　　なお、減損損失の測定に使用

した回収可能額は、正味売却価

額（見積売却価額）により測定

しております。

　

　６.

　　　　　　――――――

　６. 減損損失

　　　当社は、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位として事業

単位に基づきグルーピングして

おります。

　　　また、遊休資産については、

個別資産別に減損損失の判定を

おこなっております。

　　　その結果、当事業年度におい

て、加賀事業所（石川県加賀

市）にある遊休資産2件について

未経過リース料残高を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（19,187千円）として

特別損失に計上しております。

　　　なお、減損損失の測定に使用

した回収可能額は、正味売却価

額（見積売却価額）により測定

しております。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式に関する事項
　
　　　該当事項はありません。
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

※１. 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 979,810千円

現金及び現金同等物 979,810千円
　

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係　　　　　　　

　　

現金及び預金勘定 1,182,693

預入期間が3ヶ月を超え
る定期預金

△10,000

現金及び現金同等物 1,172,693
　

　

リース取引関係

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行わないため記載を省略しております。
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有価証券関係

前中間会計期末（平成17年9月30日現在）

1.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

2.その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円） 中間貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

株式 4,977 9,167 4,189

　

当中間会計期末（平成18年9月30日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

前事業年度末（平成18年3月31日現在）

1.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

2.その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価（千円） 貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

株式 6,177 12,825 6,647

　

3.当会計期年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

210　 73 ─
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デリバティブ取引関係

　
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

　デリバティブ取引については、全てヘッジ会計が適用

されているため、開示の対象から除いております。

同左
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持分法投資損益

前中間会計期間（自　平成17年4月1日　至　平成17年9月30日）

記載項目は以下のとおりです。

関連会社に対する投資の金額　　　　　　　　　　 68,800千円

持分法を適用した場合の投資の金額　　　　　　　 60,897千円

持分法を適用した場合の投資損失の金額　　　　 △10,581千円

　

前事業年度（自　平成17年4月1日　至　平成18年3月31日）

記載項目は以下のとおりです。

関連会社に対する投資の金額　　　　　　　　　　 58,800千円

持分法を適用した場合の投資の金額　　　　　　　 65,728千円

持分法を適用した場合の投資損失の金額　　　　  　4,591千円
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１株当たり情報

前中間会計期間
（自　平成17年4月1日
　 至　平成17年9月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年4月1日
　 至　平成18年9月30日）

前事業年度
（自　平成17年4月１日
至　平成18年3月31日）

1株当たり純資産額  227,850.99 円

1株当たり中間純利益 10,820.37 円

　

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

1株当たり純資産額　243,397.11円

1株当たり中間純利益 16,021.72円

　

なお、潜在株式調整後1株当たり中

間純利益については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

1株当たり純資産額　231,311.56円

1株当たり当期純利益 15,342.03円

　

なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　　

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日)

前事業年度

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

1株当たり中間（当期）純利益
金額

　 　 　

中間（当期）純利益（千円） 176,415 261,218 272,136

普通株主に帰属しない金額
（千円）

― ─ 22,000

（うち役員賞与金） ― ─ （22,000）

普通株式に係る中間（当期）
純利益（千円）

176,415 261,218 205,136

普通株式の期中平均株式数
（株）

16,304 16,304 16,304

　 　 　 　

潜在株式調整後1株当たり中間
（当期）純利益（千円）

　 　 　

中間（当期）純利益調整額
（千円）

― ─ ─

普通株式増加数　（株） ― ─ ─

　　　（うち新株引受権） （―） （─） （─）

希薄化効果を有しないため、潜在
株式調整後1株当たり中間（当期）
純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要

旧商法第280条ノ19の規
定に基づく新株引受権1
種 類 （ 普 通 株 式 433
株）。

旧商法第280条ノ19の規
定に基づく新株引受権1
種 類 （ 普 通 株 式 433
株）。

旧商法第280条ノ19の規
定に基づく新株引受権1
種 類 （ 普 通 株 式 433
株）。
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重要な後発事象

　該当事項はありません。
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